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不動産情報ライブラリ 概要
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【不動産情報ライブラリ：画面イメージ】

標準地番号 杉並-2

調査基準日 令和7年1月1日

価格（円/㎡） 703,000円

その他詳細 ・・・

価格情報区分 所在地 地域 最寄り駅 取引総額

▼ ▼ ▼ 名称▼ 距離▼ ▼

1 不動産取引価格 ○○区○○町 商業地 ○○ １分 ○○万円

2 不動産取引価格 ○○区○○町 住宅地 ○○ 12分 ○○万円

3 成約価格 ○○区○○町 ○○ 5分 ○○万円

個人情報保護の観点から個別の取引が容易に特定されないよう町字
単位（面）で情報を提供

個別地点の地価や地積、前面道路の状況等詳細情報を提供

将来推計人口

対象年 対象世代 総数

2025年

0～14歳 ○○

15～64歳 ○○

65歳以上 ○○

人口総数 ○○

2030年 ・・・ ・・・

地価公示
R7/1/1

住宅地
○○-11

88,000(円/m²)

詳細表示
Googleマップ

洪水浸水想定区域
（想定最大規模）

○○県○○市○○の宅地
2024/01~2024/12

土地取引件数:〇件
不動産取引価格情報:〇件
成約価格情報:〇件

詳細表示

例① 価格情報、周辺施設情報、人口情報の重ね合わせ 例② 価格情報、防災情報、都市計画情報の重ね合わせ

小学校区
名称: ○○小学校

立地適正化計画
都市機能誘導区域

地価公示・地価調査 詳細 取引価格・成約価格情報 詳細

→不動産取引に関係する情報収集時間を短縮

価格情報に加え、防災情報、都市計画情報など
不動産取引で参考になる様々な情報を一元的に提供

不動産情報ライブラリを活用することで

住まい探しをする際の適切なエリア選択を支援

○ 円滑な不動産取引を促進する観点から、価格、都市計画、周辺施設、災害ハザードなどの不動産に関する多様なオー
プンデータを、利用者のニーズに応じて重ね合わせて地図上に表示する「不動産情報ライブラリ」を2024年4月1日に公
開。

○ 利用にあたって特別なソフトを必要としないWebGISを採用し、誰でも容易に利用可能（スマートフォンでも閲覧可能）。
○ 表示するデータについては、民間事業者等とのシステム連携（※）を可能としており、新たなサービスの基盤となることを期待。

※API（Application Programming Interface）連携

© 2025 ZENRIN CO., LTD. Z25LC第380号 © 2025 ZENRIN CO., LTD. Z25LC第380号



不動産情報ライブラリ 構築の背景
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②不動産取引時に参考にしている価格以外の情報①不動産取引時に参考にしている価格情報

不動産取引における情報取得の課題
土地問題に関する国民の意識調査（令和４年 11 月調査）より作成

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk2_000018.html

0 5 10 15 20 25 30

その他

路線価、固定資産税評価額

不動産の情報誌

不動産会社等のホームページ

知人・友人の話

不動産会社や展示場を訪問して得る情報

地価公示、都道府県地価調査

不動産会社の広告

不動産の取引価格情報

（複数回答、％）
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0 20 40 60

その他

高さ規制等の法令制限に関する情報

過去の取引履歴

住宅の維持保全に関する情報

ハザードマップ等の災害に関する情報

周辺の公共施設等の立地状況・学区情報

？

？

？

国土交通省/
全国指定流通機構

連絡協議会

国土交通省・自治体
国土地理院など

地方自治体など

課題解決のための取組

不動産取引の活性化・円滑化を支援！

（複数回答、％）
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• 不動産取引の際に、消費者は価格情報に加え、周辺の公共施設・学区及び防災に関する情報を参考にしていることが多い。
• しかし、これらの情報の多くは国や地方自治体からHP等を通じて提供されているため、

様々な主体が様々な形式で公開しており、消費者にとって一元的な情報の把握が困難な状況。

→不動産取引に関する情報を取得するコストがかかるため、取引が停滞する可能性が高まる

・不動産取引に関するオープンデータを集約し、WebGISとして提供。
複数の情報が一つの地図上で「見える化」 し、情報探索コスト削減。

・掲載情報をAPI配信。民間事業者や自治体のデータ取得、システム構築コスト削減。



不動産情報ライブラリ 構築ステップ

令和3年度 9月～3月

不動産情報ライブラリ構築
に向けた事前調査

令和4年度 ９月～3月

不動産情報ライブラリの要件定義

令和5年度 4月～3月

不動産情報ライブラリの構築

令和4年度

ガバメントクラウドの利用検討を開始

令和6年度 4月～

不動産情報ライブラリのサービス
提供開始

検討期間約２年

4

○ シンプルで使いやすく、見やすいこと
○ データ更新を定期的を行い、鮮度の高いデータを届けること
○ ユーザの要望を吸い上げ、拡張できること

土地総合情報システム/基準地・標準地検索システム

令和6年度 ３月

一部データ移管

平成16年～令和6年3月まで運用
価格情報である地価公示・地価調査と
取引価格情報を別システムとして情報提供

価格情報に新たに成約価格情報を加え、
地形情報・防災情報・周辺施設情報・都市計画情報・
人口情報等も含めWebGISとしてサービス提供開始

開発期間１年

サービス構築方針

消費者が不動産取引を行う際に、事前調査として利用するツールを目指す！

方針３箇条



累計ページビュー数（2024/4/1～2026/7/31）

（万）

7月31日（24時時点）の累計PV 39,899,027回
※うち、スマートフォンでの閲覧：24％、PCでの閲覧：76％

1797
1910

2025
2162

2272
2372

2504
2614 2710

2812 2923
3062

3270
3441

3587
3792

3989

0

600

1200

1800

2400

3000

3600

4200

2
0
2
4
年
度
累
計

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

万

5

○運用開始からの累計ページビュー数は約3990万。毎月約100万のページビューがあり、誰も
が不動産情報を容易に閲覧できるサイトとして安定的に稼働。

地図画面表示の掲載情報の累計PV数（合計20,552,004件）

※1 地形区分に基づく液状化の発生傾向図は2024年10月30日より公開
※2 人口集中地区（DID）は2025年8月27日より、都市計画道路は2025年10月29日より、

災害履歴は12月17日より公開
※3 集計時点2024年4月1日～2026年7月31日

不動産情報ライブラリ 利用状況（～2026年7月末）

2025 2026

# 項目 PV数 # 項目 PV数 # 項目 PV数

1
国土交通省地価公
示

3,575,695 14
防火・準防火地
域

335,694 27 中学校区 148,768

2 都道府県地価調査 2,961,049 15 地区計画 333,357 28
地形区分に基づく
液状化の発生傾
向図

125,408

3
不動産取引価格情
報

2,826,230 16
立地適正化計
画

322,330 29
保育園・幼稚園
等

114,883

4 成約価格情報 2,536,632 17
指定緊急避難
場所

319,181 30 医療機関 109,943

5
都市計画区域／区
域区分

896,026 18 高度利用地区 316,387 31 自然公園地域 101,372

6 用途地域 542,046 19 陰影起伏図 306,115 32 図書館 101,331

7
洪水浸水想定区域
（想定最大規模）

493,396 20
大規模盛土造
成地

291,165 33
市区町村役場及
び集会施設等

93,354

8 土砂災害警戒区域 428,919 21 土地条件図 259,845 34 福祉施設 90,430

9 津波浸水想定 388,709 22 学校 242,913 35 都市計画道路 67,876

10 災害危険区域 368,724 23
国勢調査(世代
別人口)

189,741 36 災害履歴 54,111

11
急傾斜地崩壊危険
区域

351,908 24 小学校区 188,866 37
人口集中地区
（DID）

22,582

12 高潮浸水想定区域 350,410 25 将来推計人口 184,716

13 地すべり防止地区 345,358 26 駅別乗降客数 166,534



累計APIリクエスト数（合計310,774,271件）
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※1 地形区分に基づく液状化の発生傾向図は2024年10月30日より公開
※2 人口集中地区（DID）は2025年8月27日より公開、都市計画道路は2025年10月29日より、

指定緊急避難場所、洪水浸水想定区域（想定最大規模）、津波浸水想定、高潮浸水想定区域、
土砂災害警戒区域は2025年11月26日より、災害履歴は12月17日より公開

※3 集計時点2024年4月1日～2026年7月31日

○システム連携サービスの申請者は、累計9673者。うち法人は3100者を超え、不動産業以外
の業態も多く利用。

○APIリクエストは、毎月約1000万回呼び出しされており、定期的な利用が行われている。

API利用申請者件数（9673者）

法人 
3134社
（32％）

個人
6539者 

（68%）

不動産関係業種
：デベロッパー、ハウスメーカー、

不動産テック、不動産鑑定、
物件ポータルサイトなど

不動産以外の業種
：自治体、保険、通信、マスコミ、
 運輸、 など

※代表的な利用者を太文字で記載

信頼性の高い全国規
模のデータを一元管
理でき、APIを通じて

システムに簡単に統合
できる

ユーザの声抜粋

網羅性が高いため
情報取得にサービスの
往復をしなくて良い

ファイルをダウンロード
して加工したりDBに
搭載する必要がなく、

データを利用する
ハードルが低い

不動産情報ライブラリのAPI利用状況（～2026年7月末）

# 項目 リクエスト数 # 項目 リクエスト数

1 地価公示・地価調査 90,147,847 19 福祉施設 4,357,504

2
不動産取引価格・成約価格
(位置情報なし)

39,324,368 20 図書館 4,267,659

3
都道府県内市区町村コード・
名称取得

26,027,417 21
市区町村役場及び集会施設
等

3,787,166

4
不動産取引価格・成約価格
(位置情報あり)

14,254,545 22 中学校区 3,617,385

5 将来推計人口 13,143,499 23 災害危険区域 3,347,502

6 用途地域 10,597,038 24 防火・準防火地域 3,325,859

7
洪水浸水想定区域（想定最
大規模）

10,157,670 25 大規模盛土造成地マップ 2,721,864

8 津波浸水想定 9,172,704 26 地区計画 2,318,726

9 学校 8,010,694 27 高度利用地区 2,162,228

10 高潮浸水想定区域 6,036,589 28 立地適正化計画区域 2,103,643

11 小学校区 5,925,644 29 地すべり防止地区 1,880,949

12 災害履歴 5,897,947 30 都市計画道路 1,573,780

13
地形区分に基づく液状化の発
生傾向図

5,802,122 31 急傾斜地崩壊危険区域 1,467,795

14 駅別乗降客数 5,489,487 32 指定緊急避難場所 1,198,540

15 保育園・幼稚園等 5,380,719 33 鑑定評価書情報 937,406

16 医療機関 5,157,465 34 自然公園地域 874,193

17 都市計画区域／区域区分 4,984,154 35 人口集中地区（DID） 703,506

18 土砂災害警戒区域 4,618,657



主な機能① 地図表示

不動産取引に必要となる複数のテーマを同じ
地図上に重ね合わせることが可能。

複数のテーマの情報を重ね合わせて「見える化」
することができる。

例）地価公示・地価調査、
洪水浸水想定区域、周辺
施設のデータを重ね合わせ

周辺情報のデータ

￥￥価格情報のデータ

￥￥

防災情報のデータ

7

ライブラリの特長

○ 不動産取引に関わるオープンデータを利用者がニーズに応じて確認したい情報を選択し、複数
の情報を地図上で重ねあわせて表示できる機能。

①価格情報

③防災情報

⑤都市計画情報

④周辺施設情報

⑥人口情報等

②地形情報

地価公示、都道府県地価調査、取引価格情報、成約価格情報

大規模盛土造成地、土地条件図、陰影起伏図

洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域、津波浸水想定、高潮浸水想定区域、
地すべり防止地区、急傾斜地崩壊危険区域、災害危険区域、指定緊急避難場所、
地形区分に基づく液状化の発生傾向図、災害履歴（水害・土砂災害・地震災害）

公共施設（市役所など）、小中学校及びその学区、幼稚園・保育園、医療機関 など

都市計画区域、用途地域、防火・準防火地域、立地適正化計画、地区計画、
高度利用地区、都市計画道路

国勢調査に基づく世代別人口および2070年までの将来人口推計（250mメッシュ）、
駅ごとの１日あたり乗降客数、人口集中地区（DID） 価格情報、防災情報、都市計画情報の重ね合わせ

© 2025 ZENRIN CO., LTD. Z25LC第380号



【不動産情報ライブラリ： 価格情報の画面表示イメージ】

主な機能② 価格情報の表示、ダウンロード

地価公示・地価調査 個別地点の情報を提供取引価格情報・成約価格情報 個人情報保護の観点から個別の取引が容易に
特定されないよう町字単位（面）で情報を提供

○○区○○町の宅地
土地取引件数 XX件
不動産価格情報  3件
成約価格情報 5件

詳細表示

住宅地
  289,000円/㎡

詳細表示

価格情報区分 所在地 地域 最寄り駅 取引
▼ ▼ ▼ 名称▼ 距離▼ 総額 ▼

1 不動産取引価格 ○○区○○町 商業地 ○○ １分 ○○万円

2 不動産取引価格 ○○区○○町 住宅地 ○○ 12分 ○○万円

3 成約価格 ○○区○○町 ○○ 5分 ○○万円

4 成約価格 ○○区○○町 ○○ 10分 ○○万円

標準地番号 ○○-29

調査基準日 令和5年1月1日

所在及び地番 千葉県○○市○丁目○○○番

住居表示 ○○○2-22-14

用途区分 住宅地

交通施設・距離 ○○○、*,***m

価格(円/㎡) 289,000(円/㎡)

対前年変動率(％) 8.2(%)

地積(㎡) 99(㎡)

形状(間口：奥行き) (1.0：1.2)

利用区分、構造 建物などの敷地、RC(鉄筋コンクリート造)2F

利用現況 住宅

給排水等状況 ガス　・　水道　・　下水

周辺の土地利用現況 一般住宅、アパート等が混在する住宅地域

前面道路の状況 南西　5.0ｍ　市道

その他の接面道路

都市計画区域区分 市街化区域

用途区分、高度地区、防火・準防火 第一種住宅地域

建ぺい率(%),容積率(%) 60(%)200(%)

森林法、公園法、自然環境等

© 2024 ZENRIN CO., LTD. Z24LC第360号

○ 「不動産情報ライブラリ」に掲載する価格情報のうち、地価公示・都道府県地価調査について
は個別地点で、取引価格情報・成約価格情報については町字単位のリストで表示。一部デー
タはCSVダウンロードも可能。
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主な機能③ API配信

9

※一部データは国土地理院のタイル配信を利用

利用者のシステム

データベース
小学校区、学校、価格情

報、都市計画など

不動産情報ライブラリ

API呼び出し

タイル座標とズームレベル、
取得したい情報を設定し
API呼び出し

この場所の
小学校区の情
報がほしい！

※タイル座標の仕組みは国土地理院の下記のURLを参照
https://maps.gsi.go.jp/development/tileCoordCheck.html

API結果取得

pbf GeoJSON

ベクトルタイル形式で
（pbfまたはGeoJSON）
該当データを返却

小学校区

地図表示 AI入力データ

XX
学区

※APIの利用にはライブラリ内に設ける登録申請画面から利用者登録が必要
※ライブラリで表示しているデータには、データ提供元からの利用条件
（データの転売等の商用利用不可など）が付されているものがあり、利用には
注意が必要。

X=910,Y=40
1,Z=10,
F(高さ)=0

4次元空間情報利活用のための
空間IDガイドラインより抜粋

【補足】デジタル庁・経済産業省・
IPA（情報処理推進機構）が
推進する空間IDに準拠する

呼び出し方法

○地図掲載情報をWebGIS上で閲覧できるだけではなく、API配信によりデータを公開。
○APIを活用することで、民間事業者等のシステムと連携し、データ表示や解析などの利用が可能。
○APIは共通の形式で呼び出し可能。データ活用のハードルを下げると共にシステム開発コスト削減に貢献。



API連携の活用事例（民間事業者）

https://tsukuru-ai.co.jp/deve-naviより引用

○ API配信機能は、多様なサービスで利用開始されており、民間事業者のサービスを通じて不
動産取引の円滑化に貢献。

消費者向けサービス活用事例

株式会社LIFULL 「LIFULL HOME‘S」

「AIホームズくんBETA LINE版」

AIのインプットデータとして、「小学校区」「中学校区」と「不動産取引価格・成約価格」を利用
LINEのサービスに学校名を入力すると、通学区からの物件検索とエリア毎の不動産取引価格
相場の確認が可能に。

株式会社つくるAI デベロッパー向けサービス 「デベNAVI」

事業者向けサービス活用事例（自社開発システム組込）

デベロッパーの用地取得などの業務で利用
物件の相場価格の確認に
「地価公示・地価調査」を利用

株式会社インフォニック Salesforce連携

デベロッパー等の用地取得などの
業務で利用。

Salesfroce上に存在する任意の
住所データを基に、都市計画区域、
用途地域、防火・準防火地域、
周辺不動産の取引価格等の
用地情報を不動産情報ライブラリから
自動取得し、Salesforceに自動反映

https://infonic.co.jp/case-study/2024-07-
03-integration-of-salesforce-and-real-
estate-information-library より引用

https://lifull.com/news/33504/より引用

自治体向けサービス活用事例

株式会社Geolonia 全国版スマートマップ

自治体が保有する防災・福祉・都市
計画・教育などの地理情報を、イン
ターネットを通じて住民へわかりやすく
届けるクラウド型のGISサービス。

基礎的な情報として不動産情報ライ
ブラリの情報を活用。

事業者向けサービス活用事例（既存システム連携）

https://www.geolonia.com
/smartmap/より引用

10※記載されている会社名、製品名、サービス名は、各社の登録商標または商標です。本資料は紹介目的であり、各商標の権利は該当する企業に帰属します。

https://tsukuru-ai.co.jp/deve-navi
https://infonic.co.jp/case-study/2024-07-03-integration-of-salesforce-and-real-estate-information-library
https://infonic.co.jp/case-study/2024-07-03-integration-of-salesforce-and-real-estate-information-library
https://infonic.co.jp/case-study/2024-07-03-integration-of-salesforce-and-real-estate-information-library
https://lifull.com/news/33504/


API連携の活用事例（自治体）
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○ 不動産情報ライブラリからAPI連携で入手する情報と、自治体が独自で収集する情報を組み
合わせることで、よりきめ細かな地域の状況を可視化。APIから取得したデータは自治体がデー
タ整備・更新をする必要がなくなるため、自治体が整備したい情報に注力可能。

種別 出典

地域の利便性
（周辺環境・施設
情報）

小学校区・中学校区

不動産情報ラ
イブラリ

学校・保育園・幼稚園

医療機関・福祉施設

図書館

役場・集会施設・駅

徒歩圏内の施設充実度/高低
差/徒歩圏内の緑の割合

日建設計総合
研究所

地域の安全性
（災害リスク）

浸水想定区域、津波災害警
戒区域、土砂災害警戒区域
ほか 

県・市町

住宅に関する情報

マンションの管理状況 
一般社団法人
マンション管理
業協会

推定空き家の分布 県

空き家バンク掲載物件 県・市町

不動産取引価格・成約価格
情報

不動産情報ラ
イブラリ

都市計画法
建築基準法

都市計画区域、区域区分、用
途地域、防火・準防火地域、
高度利用地区、地区計画、立
地適正化計画ほか

県・市町

広島県 インフラマネジメント基盤 DoboX

広島県「Dobox」: https://hiroshima-dobox.jp/visualization5/

【活用例：県民の居住地検討】
マンションの管理状況（県整備）と学区（ライブラリAPI）
の情報を重ねあわせて子育て世代の居住地選択に活用

「Dobox」内 不動産・住宅関連データの掲載情報抜粋

内閣府

スマートシティ・リファレンスアーキテクチャ別冊

地理空間情報データ連携基盤第２版に、
地理空間データ連携基盤に資するものとして、
事例に掲載

内閣府

RESAS 地域経済分析システム 画面連携

RESAS内の将来人口メッシュ分析画面より、
出店計画などで利用するため、不動産情報
（価格情報など）をより詳細に確認可能とする
ため画面連携

自治体活用事例 政府機関連携事例

広島県が管理・整備を行ってる情報（住宅に関する情報など）と不動産情報ライブラリのAPIから取得する情報など、
県民や県内の事業者が知りたい情報を一元的に提供することで不動産市場を活性化

※記載されている会社名、製品名、サービス名は、各社の登録商標または商標です。本資料は紹介目的であり、各商標の権利は該当する企業に帰属します。



不動産情報ライブラリ価格情報活用事例
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○ 不動産情報ライブラリに掲載されている価格情報を用いて、不動産事業者や一般消費者に
向けたサービス活用が進んでおり、一層の不動産取引の円滑化を促進。

不動産事業者向け価格情報活用事例

不動産流通推進センター 既存住宅価格査定マニュアル

一般消費者向け価格情報活用事例

不動産流通推進センターが提供する不動産事業者向けの価格査定サービス。
事例比較方式を採用しており、従来の地価公示・地価調査に加え、不動産情報ライ
ブラリ掲載の「不動産取引価格情報」を追加。
事例データが増えることで、より広範でリアルな市場データに基づいた高精度の査定
が可能に。

※不動産流通推進センター提供資料より抜粋
https://www.retpc.jp/chosa/satei-2/

GA technologiesが提供する、テクノロジーを活用したAI不動産投資サービスの
「RENOSY」。
物件周辺エリアの賃料相場、成約価格、駅乗降者数など、不動産情報ライブラリや国
土数値情報を活用し、地図上で視覚的に把握することが可能。
最寄駅の周辺情報に関しては、AIが情報を分析・要約したアドバイス機能を提供。

※GA technologies ニュースリリースより抜粋
https://www.ga-tech.co.jp/news/b9ocwkv6c75uc5s2/

GA technologies AI不動産投資 RENOSY

※記載されている会社名、製品名、サービス名は、各社の登録商標または商標です。本資料は紹介目的であり、各商標の権利は該当する企業に帰属します。
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名称 出典情報 R8更新予定

価
格

国土交通省地価公示 国土交通省 2027/3

都道府県地価調査 都道府県 2026/9

不動産取引価格情報 国土交通省 2026/4、7済、
10、2027/1

成約価格情報 国土交通省 2026/4、7済、
10、2027/1

周
辺
施
設

保育園・幼稚園等 国土数値情報 -

小学校区 国土数値情報 -

中学校区 国土数値情報 -

学校 国土数値情報 -

公共施設 国土数値情報 -

図書館 国土数値情報 -

医療機関 国土数値情報 -

福祉施設 国土数値情報 -

自然公園地域 国土数値情報 -

防
災

洪水浸水想定区域（想定
最大規模）

国土地理院（ハザードマップ
ポータルサイト）

随時

土砂災害警戒区域 国土地理院（ハザードマップ
ポータルサイト）

随時

津波浸水想定 国土地理院（ハザードマップ
ポータルサイト）

随時

高潮浸水想定区域 国土地理院（ハザードマップ
ポータルサイト）

随時

雨水出水（内水）浸水想
定区域

国土数値情報 2026冬追加

地すべり防止地区 国土数値情報 -

急傾斜地崩壊危険区域 国土数値情報 -

名称 出典情報 R8更新予定

防
災

災害危険区域 国土数値情報 -

指定緊急避難場所 国土地理院 2026/4、6済、9、
10、2027/1、3

地形区分に基づく液状化の発生
傾向図

国土交通省都市局 -

災害履歴（水害・土砂災害・地
震災害）

国土調査 2026冬

都
市
計
画

都市計画区域 都市計画決定GISデータ 2026/7済

区域区分 都市計画決定GISデータ 2026/7済

用途地域 都市計画決定GISデータ 2026/7済

防火・準防火地域 都市計画決定GISデータ 2026/7済

立地適正化計画 都市計画決定GISデータ 2026/7済

地区計画 都市計画決定GISデータ 2026/7済

高度利用地区 都市計画決定GISデータ 2026/7済

都市計画道路 都市計画決定GISデータ 2026/7済

地
形

陰影起伏図 国土地理院（地理院タイ
ル）

随時

土地条件図 国土地理院（地理院タイ
ル）

随時

大規模盛土造成地マップ 国土数値情報 -

人
口

国勢調査（人口） 総務省統計局 -

国勢調査（将来推計人口） 国土数値情報 -

駅／駅別乗降客数 国土数値情報 2026/10

人口集中地区 国土数値情報 ‐



不動産情報ライブラリ API提供情報（2026/8/12時点:37コンテンツ）
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名称 出典情報 R8更新予定

価
格

国土交通省地価公示 国土交通省 2027/3

都道府県地価調査 都道府県 2026/9

不動産取引価格情報 国土交通省 2026/4、7済、
10、2027/1

成約価格情報 国土交通省 2026/4、7済、
10、2027/1

鑑定評価書情報 国土交通省 2027/3

周
辺
施
設

保育園・幼稚園等 国土数値情報 -

小学校区 国土数値情報 -

中学校区 国土数値情報 -

学校 国土数値情報 -

公共施設 国土数値情報 -

図書館 国土数値情報 -

医療機関 国土数値情報 -

福祉施設 国土数値情報 -

自然公園地域 国土数値情報 -

防
災

洪水浸水想定区域（想定
最大規模）

国土数値情報 2026冬

土砂災害警戒区域 国土数値情報 2026冬

津波浸水想定 国土数値情報 2026冬

高潮浸水想定区域 国土数値情報 2026冬

雨水出水（内水）浸水想
定区域

国土数値情報 2026冬追加

地すべり防止地区 国土数値情報 -

急傾斜地崩壊危険区域 国土数値情報 -

名称 出典情報 R8更新予定

防
災

災害危険区域 国土数値情報 -

指定緊急避難場所 国土地理院 2026/4、6済、9、
10、2027/1、3

地形区分に基づく液状化の発生
傾向図

国土交通省都市局 -

災害履歴（水害・土砂災害・地
震災害）

国土調査 2026冬

都
市
計
画

都市計画区域 都市計画決定GISデータ 2026/7済

区域区分 都市計画決定GISデータ 2026/7済

用途地域 都市計画決定GISデータ 2026/7済

防火・準防火地域 都市計画決定GISデータ 2026/7済

立地適正化計画 都市計画決定GISデータ 2026/7済

地区計画 都市計画決定GISデータ 2026/7済

高度利用地区 都市計画決定GISデータ 2026/7済

都市計画道路 都市計画決定GISデータ 2026/7済

地
形

大規模盛土造成地マップ 国土数値情報 -

人
口

国勢調査（将来推計人口） 国土数値情報 -

駅／駅別乗降客数 国土数値情報 2026/10

人口集中地区 国土数値情報 ‐

そ
の
他

都道府県内市区町村一覧 不動産取引価格情報 2026/4、7済、10、
2027/1
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